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【事業の目的】
　水流川においては、周辺の都市化に伴い河川環境が劣悪となっていたことから、
河川環境の再生として、大淀川本川からの導水による河川の水深確保と水質改善を
行うとともに、低水路整備や親水拠点整備による水辺空間の創出を行い、生態系へ
の配慮と親水性を高めることで、地域住民が親しみをもてる安らぎのある川づくり
を目的としている。

【事業効果の発現状況】
　コイやオイカワなどの魚類の移動に必要となる水深の確保を行うための大淀川本川から
の導水（0.22m3/s）を行ったことで、多様な魚類等の生息環境が再生され、また水質が改善
していることが確認できている。また、水辺空間整備により親水性が高まったこともあって、
地元団体による水辺を利用した各種イベントが開催されているとともに、水流川クリーン
アップ活動参加者も年々増加の傾向にあり、地域住民が親しみをもてる川づくりができてい
る。このようなことから、事業効果は十分に発現できている。
○水流川で確認された魚類等（H26年）
　　コウ、オイカワ、カワムツ、ギンブナ、メダカ、ウナギ、ハゼ、テナガエビ、モズクガニなど
○黒橋地点での水質改善効果（ＢＯＤ）
　　H7：36.0mg/l　→　H29：0.9mg/l
○水流川を利用したイベント
　　大塚地域まちづくり推進委員会環境部会にて４回／年
　　（川遊び、魚のつかみどり、水質調査、河川環境学習会など）
○クリーンアップ活動参加者
　　H23：22人、H25：334人、H28：546人
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【事業による環境の変化や環境保全】
　多様な魚類の生息環境の確保及び水質の改善が認められており、良好な河川環境が再
生されている。

【施設の維持管理状況】
　出水期前に点検を実施し、導水施設や護岸等の施設について適切に管理している。ま
た、河川パートナーによる管理用道路の草刈りや多くの地域住民が参加する河川クリーン
アップ活動が行われている。

【今後の事業評価の必要性】
　事業効果が発現できており、更なる事業評価の必要はないと考えられる。

【改善措置の必要性】
　事業効果が発現できており、今後の改善措置の必要はないと考えられる。

【同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性】
　本事業においては、計画策定や維持管理のあり方について、地元との調整に時間を要し
たことから、今後は、計画段階から維持管理を含め、地元との合意形成を図り、地元と一体
となって取り組む必要がある。
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